（別記様式１）
指　定　管　理　者　指　定　申　請　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
所在地
団体名
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),代 表 者 名)
電話番号
ＦＡＸ
　　山口県国際総合センターの指定管理者の指定を受けたいので、山口県国際総合センター条例第１０条第３項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
 　　１　事業計画書（別記様式２）
２　収支予算書（別記様式３）
３　事業計画書の概要（別記様式４）　
４　関係書類（指定様式以外は任意様式）
（１）定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類
（２）法人にあっては登記事項証明書
（３）事業計画書を提出する日の属する事業年度の前事業年度及び前々事業年度（(4)に
　　おいて「直前二事業年度」という。）の事業報告書又はこれらに類する書類
（４）直前二事業年度の貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類
（５）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（会社概要等）
（６）納税証明書
     （７）指定の申請に関する法人等の意思の決定を証する書類
     （８）類似施設の管理運営実績を記載した書類
     （９）上記提出書類のうち該当のないものについての申立書
　　     ※  共同体応募の場合は、共同体応募構成書（別記様式５－１）、共同体協定書兼委任状（別記様式５－２）、団体間の責任範囲等を明示する書類及び全ての構成団体に関する団体の概要（別記様式５－３）並びに４ 記載の関係書類
     （10）法人等又はその代表者が応募資格を有しない者に該当しないことを明らかにする書類（別記様式６）及び役員名簿（別記様式７）
（別記様式２）

山口県国際総合センター管理運営業務に係る事業計画書
	団体名
	

	提出日
	令和　　年　　月　　日


　　（記載上の注意）
   ※センターの設置目的や機能等を踏まえて、施設設備の管理運営を行う上での考え方や方策　 等について、下記事項を含めて記載してください。（◆については具体的な提案内容等を記載してください。）
   ※各項目について年度ごと（令和８～１２年度）の実施内容や取組内容が分かるように記載してください。
　 ※用紙はＡ４版縦、書式は自由とします。図表、別紙の添付も可とします。
　 ※ページ数については、概ね５０枚以内とします。（指定様式は除く。）
１　センターを使用しようとする者の平等な使用の確保
  (1)　管理運営の方針
     　・基本方針
     　・施設の現状認識と将来展望
     　・団体の経営理念と利用の平等性
     　・利用者に対するサービスの基本的な考え方
     　・収入の確保と経費の削減に向けた基本的な考え方　
  (2)　平等な利用を図るための具体的手法及び効果

    　 ・利用者の特定化など偏りを生じさせない具体的手法

　　　 ・利用者等からのクレーム対応方策 
２　センターの効用の十分な発揮と、センターの管理運営に係る経費の縮減
  (1)　利用率の増加を図るための具体的手法と効果
  　   ・施設の設備、機能を十分活用した利用促進方策
    　 ・施設の利用率を高める具体的な提案
　　　　 ※まちづくりの観点を踏まえた取組及びその効果を１つ以上提案してください。
　　　　　 （周辺施設を生かした地域振興に資する取組、地域の大学等と連携した取組など）
・指定期間５年間における数値目標とその達成方針
  (2)　サービス向上を図るための具体的手法及び効果
・利用者、利用しようとする住民や企業等へ提供するサービスの向上に向けた方策
   　  ・利用者の満足度の把握の方法、その他サービス水準に対する評価の収集方法、その評
価を踏まえた実現策
     　・施設の貸出し条件の考え方
      　 ◆利用料金設定について（利用料金の設定は別紙に記載）
     　　◆割引料金、減免規程について
  (3)　施設等の維持管理の内容、効率性及び実現の可能性
     　・施設等の維持管理の基本的な考え方
     　・施設等の年度別維持管理業務実施場所や頻度等、具体的な実施計画
     　・施設等の維持管理の有効性、効率性
     　　◆施設の維持管理業務を外部に委託を予定している場合、その内容、委託先の選定方法など外部委託の考え方
     　・環境に配慮した管理運営の考え方
    　 　◆環境への配慮、省エネルギー対策、職員への環境教育に向けた提案
  (4)　施設の管理運営に係る経費の内容
   　　・経費縮減の方策
３　事業計画書に沿った管理を安定して行うために必要な人的体制及び経済的基礎
  (1)　安定的な運営が可能となる財務基盤
　　　 ・現在の経営状況及び今後の見通し
  (2)　収支計画の内容、整合性及び実現の可能性
　 　　・収支計画の全体概要
　　　 ・収入・支出の積算に当たっての基本的考え方
　　　 ・収支計画表に対する取組の骨子
  (3)　安定的な運営が可能となる人的体制
    　 ・職員構成、職員数
      　 ※管理運営に当たる組織図・職員配置を記載するとともに、（　）書で人数も併記してください。
         　また、職員について、職能ごとに分類し、それぞれの職種ごとの業務内容、必要な
職能（資格、技能、経歴）、人件費についても記載してください。
     　・職員採用、確保の考え方
     　・職員の勤務体制
　　 　・適法な労働条件の確保
　   　・経験者の活用
　    　 ◆効率的な管理運営を踏まえた上で、現に従事している財団法人職員の雇用についての提案
　   　・職員の研修体制
　 　  　◆人材育成方針及び担当職員の業務水準の維持、向上に関する提案
(4)　利用者の安心・安全の確保
       ・個人情報保護管理体制や情報セキュリティーに関する基本的な考え方
       ・災害その他緊急時の危機管理体制の確立
       　◆災害や事故防止への取組、緊急時に関する対応の考え方
　　 　・利用者の安全確保体制の確立
[image: image1.emf]（別記様式２）別紙

（単位：円）

　面積（㎡）

区　　　　　分 ９時から ９時から １３時から １７時から 延長料金１

　利用区分 ２２時まで １３時まで １７時まで ２２時まで 時間につき

（全　日）

アリーナ 展示見本市会場 1,873

(     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 )

イベントホール 1,105

平日 (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 )

1,105

休日等 (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 )

入場料を徴収 (1)入場料が1,000円未満

する場合  　上記の平日、休日等の額に50%を乗じた額を加算した額

(2)入場料が1,000円以上2,000円未満

   上記の平日、休日等の額に70%を乗じた額を加算した額

(3)入場料が2,000円以上

 　上記の平日、休日等の額に100%を乗じた額を加算した額

営利宣伝目的  　上記の平日、休日等の額に120%を乗じた額を加算した額

の場合   （入場料を取る場合の規定は適用しない。）

国際貿易  801大会議室 189 １時間につき

ビル８階 (     　 ) 　(    　　  ) (     　 )

 802会議室 44 １時間につき

(     　 ) 　(    　　  ) (     　 )

 803会議室 55 １時間につき

(     　 ) 　(    　　  ) (     　 )

 804会議室 103 １時間につき

(     　 ) 　(    　　  ) (     　 )

 805会議室 82 １時間につき

(     　 ) 　(    　　  ) (     　 )

 806会議室 39 １時間につき

(     　 ) 　(    　　  ) (     　 )

 応接室 15  １時間につき

 (      　 )

 海峡ホール 355

９階 平日 (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 )

355

休日等 (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 )

 901会議室 64 １時間につき

(    　  ) 　(    　　  ) (    　  )

 和室 33 １時間につき

(    　  ) 　(    　　  ) (    　  )

 国際会議場 355

１０階 (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 ) (     　 )

 第１特別応接室 32  １時間につき

 (      　 )

 第２特別応接室 33  １時間につき

 (      　 )

 大人（　　　　　）　小学生及び中学生（　　　　　）

 団体割引　30人以上１割　 100人以上２割

 30分につき（　　　　　）

 ただし、施設利用者は無料

 高さが2.3ｍ未満の車両　30分につき（　　　　　）

 高さが2.3ｍ以上の車両　24時間につき（　　　　　）

 ただし、高さが2.3ｍ以上の車両　２時間以内（　　　　　）

 ただし、施設利用者は無料

　※）「休日等」とは、日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

　　　定する休日をいいます。

　※）設備、備品の利用料金については、利用料金を定め、一覧表を作成してください。

山口県国際総合センター利用料金設定表

　海峡ゆめタワー

　第二駐車場

　第一駐車場


（別記様式３）
山口県国際総合センターの管理運営に係る収支予算書
	（１）５カ年の収支計画書
【令和○○年度】
	団体名
	

	
	提出日
	令和　　年　　月　　日

	 ※年度ごとに作成してください。　　                          （単位：千円）

	収　　　　　入
	支　　　　　出

	利用料金収入
（ 　     ）
	展示見本市会場
イベントホール
国際会議場
海峡ホール
会議室
応接室
和室
海峡ゆめタワー
駐車場
器具・設備
	施設管理費Ａ
（         ）
	施設管理委託料
（          ）
	運転監視・日常点検
定期点検
環境衛生管理
警備
清掃
ゴミ収集運搬
運用管理
            　  等

	（一財）山口県国際総合
センター負担金
・施設管理委託料負担金 USERADDRESS  
　（　　　　　　）
・光熱水費負担金
　（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	 光 熱 水 費（                ）

	
	施設管理費Ｂ
（         ）
	 消耗品費(照明ランプ交換、空調フィルター、駐車券、
タワーチケット、タワーパンフレット、施設使用申請書等）
 修繕費（施設修繕、備品修繕）
 県有部分施設賠償保険

	
	
	

	
	一般管理費
（         ）
	 人件費
 利　 　用　　 促 　　進　 　費
 会議費等
 管理運営事務費

	
	指定管理料（県委託料）
        （             ）
	
	
	

	
	
	

	
	公税（     ）
	租税公課

	収入合計（　　　　　　）
	支出合計（　　　　　　　　）


　※　各項目の金額については、別紙として具体的内容や細目内訳が分かる積算根拠（円単位）　 を必ず添付してください。
  ※　該当がない項目については適宜修正して記載してください。
　　
（２）経費節減方策
	①　経費節減方策

	※　経費節減に向けた具体的な取組内容、経費節減額について記載してください。



	
	② 利用料金収入

	
	※  各施設等の利用料金収入について、応募者により提案される利用料金、入場者数及び稼働率の目標等から積算してください。



	
	③ 一般財団法人山口県国際総合センターからの負担金収入

	
	※　山口県国際総合センターの共同設置者である、一般財団法人山口県国際総合センターからの負担金収入（施設管理委託料負担金、光熱水費負担金）について、施設管理委託料、光熱水費における一般財団法人山口県国際総合センターの具体的な負担額及びその積算根拠、徴収時期を記載してください。
　　なお、負担額の積算に当たっては、参考資料11の過去３年平均の財団負担率を使用してください。
　



（別記様式４）
事 業 計 画 書 の 概 要
（１）管理運営にあたっての基本方針
　  業務全般についての考え方や、提案の概要など、総括的な事項を記載してください。
	① 施設の現状認識

	※　施設の役割や現状に対する評価、今後の課題等の認識を記載してください。


	② 管理運営にあたっての基本方針

	※　「① 施設の現状認識」を踏まえ、応募者が管理運営業務（全般）に対しどのような考え方で取り組むのか、また、審査項目毎にどのような提案を行っているのか等、提案の概要やポイントを記載してください。


（２）山口県国際総合センター管理運営業務についての方針及び実施計画
　　施設の利用推進業務や、維持管理業務など、審査項目で設定している各種業務のうち、施設の特性に応じて最も代表的な業務を設定し、当該主要業務について、ある程度具体的に提案の内容を記載してください。
	① 実施方針

	

	② 実施内容

	

	③ 実施体制

	※　有資格者の活用や研修体制など、適正な管理業務の実施能力等の点から記載してください。
　　（具体的な職員の配置体制や雇用形態、組織図等は記載不要。）



（別記様式５－１）
共 同 体 応 募 構 成 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
	代表団体
	団体名
	

	
	代表者名
	

	
	団体所在地
	

	
	担当者名
	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	電子メール
	

	構成団体
	団体名
	

	
	代表者名
	

	
	団体所在地
	

	
	担当者名
	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	電子メール
	

	構成団体
	団体名
	

	
	代表者名
	

	
	団体所在地
	

	
	担当者名
	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	電子メール
	

	構成団体
	団体名
	

	
	代表者名
	

	
	団体所在地
	

	
	担当者名
	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	電子メール
	


（別記様式５－２）
共同体協定書兼委任状
　山口県知事　様
共同体名
代表団体　所　在　地
団　体　名
代表者氏名
　山口県国際総合センターの指定管理者の公募に参加するため、共同体を結成し、山口県との間における下記事項に関する権限を代表団体に委任します。
  なお、山口県国際総合センターの指定管理者に指定された場合、各構成団体は、山口県国際総合センターの指定管理者としての業務の遂行、及び業務の遂行に伴い共同体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。
	共同体の名称
	

	共同体の
代表団体（受任者）
	所　在　地
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同体の
事務所所在地
	

	共同体の
構成団体（委任者）
	所　在　地
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	所　在　地
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同体の成立
・解散の時期
及び委任期間
	　令和　年　月　日から当該指定管理者の指定終了　ヶ月を経過する日まで。
　ただし、当共同体が指定管理者とならなかった場合は直ちに解散します。
　また、当共同体の構成団体の脱退又は除名については、事前に県の承認がなければこれを行うことが出来ないものとします。

	委任事項
	１　指定管理者の指定の応募（事業計画書の提出含む）に関すること
２　応募の辞退に関すること
３　協定締結に関すること
４　指定管理料の請求受領に関すること
５　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他
	１　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできません。
２　本協定に定めのない事項は、構成団体全員により協議するものとします。



（備考）　共同体を結成して公募に参加する場合はこの様式を提出してください。また、共同体の構成団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて様式を作成してください。
（別記様式５－３）
団　体　の　概　要
	本社（本部）
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	設立年月日
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	山口県内の事務所又は事業所
(設置する予定がある事務所又は事業所を含む)
	名　　　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	設立年月日
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	職　員　数

	令和　　年　　月現在
総数　　　　　　人（常勤　　　　　　人　非常勤　　　　　　人）

	
	うち県内
	総数　　　　　　人（常勤　　　　　　人　非常勤　　　　　　人）

	沿　　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	


（別記様式６）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
　山　口　県　知　事　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 名                          印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　山口県国際総合センターの指定管理者の指定申請に当たり、法人その他の団体（法人格を有しない団体にあっては、その代表者）が、次に掲げる要件のいずれにも該当するものであることを申し立てます。
　　１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は第２項に規定する者でないこと。
　　２　所得税又は法人税、消費税及び県税を滞納していないこと。
    ３  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがされていないこと。
    ４　事務所又は事業所を県内に有しているか、又は設置する予定があること。
　　５　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。
　　６　法人等の代表者が暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）でないこと。　
　　７  暴力団又は暴力団員等の統制の下にあるものでないこと。
　　８　指定を請負とみなした場合に、地方自治法第９２条の２、第１４２条（同法第１６６条第２項において準用する場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触することとなる者を構成員とするものでないこと。
  　９　県における地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げたものでないこと。
　　10　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがないこと。
    11　共同体にあっては、その構成員のいずれもが、この公募において他の共同体の構成員又は他の応募者でないこと。
（別記様式７）
役　員　名　簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　
	役職名
	氏　名
	現　　　住　　　所
	生年月日
	任　期

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



